



























訪日ブームによって「2020 年に訪日客 2000 万人」の目標を近いうちに達成できる見通しとなっ














































　2003 年 1 月、小泉純一郎総理は観光立国懇談会を主催し、同年 4 月にビジット・ジャパン
事業を立ち上げた。2006 年 12 月、政府は日本再興という戦略的観点から観光産業を見直し、




















とも、この地域からの訪日客急増に貢献した。2014 年 12 月時点では、手続きや滞在日数の違
いはあるが、日本政府は 67 ヵ国・地域に対してビザ免除プログラムを実施している。ビザ緩
和効果が最も大きかったといわれる中国についてみれば 6、団体旅行ビザは 2000 年 9 月に北京・
上海・広東の地域限定で発給が始まり、2004 年に対象地域を天津・遼寧・山東・浙江・江蘇
に拡大し、2005 年には中国全土を対象として発給されるようになった。中国人の個人旅行ビ
ザについては、2009 年 7 月に北京・上海・広州の 3 都市で年収 25 万元以上の個人を対象に発
給が始まり、2010 年 7 月に発給要件が緩和され、発給対象地域も中国全土に拡大した 7。2011
年 7 月には沖縄訪問の中国人個人旅行客には数次ビザを発給するようになり、同年 9 月には個
人観光ビザのさらなる緩和が実施された 8。2015 年 1 月にはさらにビザ発給要件が緩和され、
①数次ビザの発給要件から日本渡航歴の条件が削除され、②沖縄・東北 3 県（岩手・宮城・福島）
への数次ビザについては対象となる本人の同行がなくてもその家族が単独旅行することが可能
となり、③高所得者には沖縄・東北 3 県何れかでの 1 泊を必要としない数次ビザの発給が認め
られた 9。


























額を現状の 10001 円以上から 5001 円以上に引き下げることも議論され始めている 14。
　このような訪日ブームがもたらす経済効果を数字で表すと極めて印象的である。国土交通省
が発表した速報値 15 によると、2015 年の訪日客消費額は 3 兆 4771 億円であり、旅行者 1 人当
たりの旅行支出は17万6168円であった。そのうち最も消費額が高いのは中国人観光客であり、
全消費額の 40％以上（1 兆 4174 億円）を占めた。また、中国人観光客 1 人当たりの平均消費
額は約 28 万 4000 円であった。訪日旅行での消費額を費目別（宿泊、飲食、交通、娯楽・サー
ビス、買い物、その他）でみると、中国人観光客は買い物に最も多くの金額を費やしており、






政府間関係の影響も考慮せざるを得ない。例えば、2010 年 9 月に尖閣沖で中国漁船と日本の
海上保安庁巡視船が衝突した直後から、中国国内では旅行業界に訪日旅行募集の自粛が呼びか
けられ、中国客による訪日団体旅行が急減した 17。その後、大陸からの訪日客数は回復し、増
加に転じたが、2012 年 9 月に日本政府が尖閣諸島を国有化すると、再び中国人訪日客が激減


















































その 80％以上に相当する 139 万 3277 人がアジアからの訪日（同 20.5％増）であった。また、
大陸からの中国人観光客は 76％、香港からは 78.7％、タイからは 94％それぞれ増加した（何
れも前年比）24。2015 年の九州への入国者数（クルーズ船の特別上陸を含む）は 250 万 9991 人（速
報値）であり、全国の訪日客総数の約 12.7％を占めた。また、九州へのクルーズ船の特別上陸は





で 2014 年を振り返ると、九州・沖縄への訪日客の 40％が韓国から、24％が台湾から、19％が






頭）が訪日客受け入れの主な玄関口となっている。1965 年 9 月に釜山便（日本航空と大韓航
空による共同運航）就航によって国際空港となった福岡空港は、2014 年 4 月現在、18 路線、
週 222 往復の定期便が就航している 30。その他の 6 県は韓国（仁川）を中心に国際線を開設し
ているが、その数は福岡に比べて就航便数・就航地ともに非常に限られている（表 1 参照）。
2015 年１～ 10 月に福岡空港から入国した外国人は 111 万 5561 人で、2014 年の入国者総数 88
万 4143 人を超えた 31。
　海港については、クルーズ船の寄港回数・特別上陸者数が最も多いのは博多港であり、2014

























と、一般の大型クルーズ船は中央埠頭に停泊可能であるが、全長 348 メートルの Quantum of 











鹿 児 島 仁川、上海、台北、香港
出典：各空港 HP を参照の上、筆者作成（2015 年 12 月末現在）。なお、2016 年にはアムステルダム便が
休止され、ヘルシンキへの就航が 5 月から開設されることが決まっている。
 33 2016年1月4日の福岡発を最後に運休。











港へのクルーズ船寄港回数は前年比 1.6 倍の 418 回（2016 年 1 月 23 日現在）38 が予定されて
おり、港湾整備の拡充は喫緊の課題となっている。この問題に関連して、日本政府は 2016 年
1 月 20 日に成立させた 2015 年度補正予算に博多港のクルーズ船受入環境整備費 7 億円を計上














　博多に次いでクルーズ船寄港回数が多い長崎港松が枝国際旅客船埠頭（2015 年実績 131 回、
2016年は1～3月に23回を予定、4月以降は未公表）40 や、熊本県の八代港（2015年実績11回、


























トウェイとしての役割が期待され 43」ると提唱した。2012 年 6 月、九州経済連合会観光委員会
は観光産業を九州の主要産業に育成する目標を掲げ、老舗旅館の加賀屋による企業内教育およ




いる。西鉄バス（西日本鉄道株式会社）は 2014 年 7 月に訪日客対策として新規事業・観光レ
ジャー事業部を新設し、同年 10 月には大手旅行会社の JTB と業務提携を結んで 2015 年 3 月
から福岡発の日帰りバスツアー（別府、熊本、長崎など北部九州を周遊するコースで 1 万円
弱の価格設定）を企画・運行し始めた 45。ゼンリングループの Will Smart 社と JR 九州は、駅
に設置した日本語・英語・中国語・韓国語対応の電子看板で観光情報を提供するサービスを
2015 年 8 月から開始した 46。福岡を訪問する外国人の大半が向かうキャナルシティ博多では、
夏のバーゲンセールに備えて専門店街が中国語でのセール告知看板を設置した。同時期、博多
大丸は訪日客の大量購入に備えて買い上げ商品を預かる専用スペースを設け、セール告知の中
国語看板を設置し、中国語通訳を 9 名増員する体制をとった 47。この他、JTB は訪日客の消
費行動調査によって新たな商品を開発する取り組みを始めている 48。
　九州における訪日客の消費効果を示唆する興味深いデータ（2014 年）も明らかになっている。
成田空港への入国者が訪日旅行 1 回あたり約 15 万 3 千円を消費するのに対し、九州を訪れる
訪日客の 1 回あたり消費額は、福岡空港への入国者の場合は約 9 万 8 千円、博多港からの入国
者の場合は約 4 万 4 千円であった。より精緻な調査が必要ではあるが、九州では高額消費より
 43 九州観光推進機構HPより（2015年9月10日閲覧）。












の最新の調査（2015 年 9 ～ 10 月実施）によると、１人当たり平均消費額は 10 万 7000 円に上
昇しており、化粧品・健康食品・菓子の購入が多いという結果が公表されている 51。
4．熊本県による訪日客誘致の試みに関する部分的考察






















































県の訪日客受け入れの現状について概観すると、2014 年には県内の外国人宿泊者総数は 46 万











ある。外国人団体旅行客の一般的な旅程は福岡から入国する 2 泊 3 日型であり、福岡での１泊









し、2016 年 1 月現在、阿蘇くまもと空港に国際線 LCC は就航していない。聞き取り調査にお
いて県観光課職員が LCC の就航に言及した背景には、LCC が個人旅行を促進すると考えられ
（図 4）2014 年の熊本県内の外国人宿泊者総数







ある 58。一方、国際線開設交渉には通常 2 ～ 3 年かかる 59 ともいわれており、熊本県が LCC
による国際線を開設できる見通しは少なくとも当面（2015 年 7 月現在）は立っていない 60。
　熊本県でも大型クルーズ船での訪日客が増えており、2012 年と 2014 年には年 1 回（2013







2014 年には韓国・台湾・香港・中国大陸からの訪日客が全体の 4 分の 3 以上を占めた。これ
らの訪日客について、県職員は以下のように概括した 63。中国大陸と韓国は大半が団体旅行客
であり、香港・台湾からは個人旅行客が比較的多い。韓国人訪日客は 2 泊 3 日で福岡から出入
国するパターンが最も多く、中国大陸の観光客の大半はクルーズ船でやって来るので朝入国し


























　訪日客受け入れ対策として、県は、2014 年度に 4 つの事業（外国人観光客受入環境整備事業）
に合計 2910 万円の予算を計上した。事業内容は以下の通りである。第一は、外国人受け入れ














































限られた考察にとどまるが、2015 年 12 月 19 日に上海で開催された熊本フェアについて、聞
き取りと視察を基に熊本県の知名度向上への取り組みと現状を紹介する。
　熊本県の上海での観光宣伝活動は、2011 年に現地で県事務所を開設したことを契機として























屋外回廊には整理券（1 回の撮影会で 30 枚配布、午前と午後の計 2 回実施）を持ったファン
が並び、撮影順番を待っていた。その列に沿うように臨時のくまモングッズ販売コーナーが設
けられ、日本食（袋入りのそば、うどん、てんぷら粉など）、くまモン小型リュック（230 元、




























つある。くまモンは子供や 10 代から 20 代前半の若者には人気がある。子供に人気が出れば
家庭でも受け入れてもらえる。くまモンは熊本を中国に紹介するための入り口の役割を果たし
ている。
　東方明珠塔の担当者によれば、熊本フェアは、日本側の管轄母体が地方自治体で、中国側の
担当部署が国有企業であるとはいえ一企業には変わりないので「民間交流」にあたるという。
上海で日本の地方自治体がフェアなどを開催する場合、常に東方明珠を通すとは限らず、例え
ば大阪がフェアをやる時は上海市政府などのお役所を通すことが多いという。
　また、担当者自身の経験と見解として、2 点指摘された。第一に、九州は中国語表示が東京
東方明珠塔内の熊本名品売場
（2015年12月19日筆者撮影）
マイクロブログ（微博）による東方明珠塔の
「くまモンフェア」告知
（2015年12月20日筆者撮影）
東方明珠コカコーラ・レストランくまモン
撮影会場と屋外廊下に並ぶ入場券参加者
（2015年12月19日筆者撮影）
東方明珠塔・くまモン撮影会場横に
設置された屋外臨時土産物売り場
（2015年12月19日筆者撮影）
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下　野　寿　子
に比べて少なく、日本語が出来ない中国人が旅行するには非常に不便である。JR 九州の上海
事務所は数年前からこの問題を取り上げており、最近は中国語表示がやや増えてきた。第二に、
2012 年の尖閣国有化で日中関係が悪化した後、日本人の訪中が少なくなった。現在の上海は
人々のライフスタイルも生活や旅行面での便利さにおいても、日本と大きく変わらない。担当
者は、日本人の留学生や観光客にはいまこそ上海に来てほしいと強調した。
5．おわりに
　本稿で考察したように、日本の観光立国戦略に弾みをつけた訪日ブームは、円安・ビザ発給
要件の緩和・免税対象範囲の拡大といったいくつかの要因がタイミングよく重なって実現した。
一方で、現在の訪日ブームは、その大半をアジア、とりわけ中国語圏からの観光客が担ってい
ること、訪日客が短期間に急増したために行政・企業・地域社会の何れも十分に対応できてい
ないこと、観光立国の達成度が数値目標だけで議論されがちであることなどの問題を抱えてい
る。また、日本社会で注目を集めている中国人観光客の急増とそれに伴う混乱についていえば、
高い購買力を有する中国人観光客を受け入れる時代を迎えたことは、中国が世界第 2 位の経済
大国となったことと、それに伴う日中経済関係の変化を象徴する現象でもある。踏み込んでい
えば、日中関係の悪化や大気汚染問題などを理由として訪中を躊躇する日本人が増えている現
在、中国人の訪日には対日理解の入り口としての役割も期待される。
　こうした現状を九州の視点からみると、全国平均に比べて訪日客に占めるクルーズ客の比率
や韓国および中国語圏からの訪日客の比率が大きいことなど、東アジアに近接した地域ならで
はの特色が浮かび上がってくる。九州では福岡市を中心に訪日客増加を新たなビジネスチャン
スとして活用しようとする動きが、大企業のみならず中小企業や個人商店なども巻き込んで活
発化している。福岡以外の地域でも、航空路線の拡充・ムスリム対応・個人旅行客誘致に邁進
する地方自治体は増えている。これまで国際化の波に乗り遅れてきた地域の人々がグローバル
な視点を持つようになり、日本の地方社会とアジアが SNS やウェブサイトなどを通じて相互
に情報交換することも定着してきた。通訳の養成は時間がかかるが、Wi-Fi の完備は短期間で
訪日客対応を可能にする。技術革新と東アジアとの関係が九州全体の国際化を牽引し始めてい
る。
　一方、国際観光の後発組にとって、現在の訪日ブームの恩恵は依然として限定的である。本
稿で取り上げた熊本県は、積極的な国際化対策をとっているが、日本で歓迎されるくまモンを
中心とした観光戦略が海外でも同様に受け入れられているわけではない。同じ中国語圏に属し
ていても、日本文化に慣れ親しんできた台湾や日本との経済的な結びつきが比較的強い香港と、
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訪日ブームと九州の自治体―熊本県の挑戦
大陸中国とでは明らかにくまモンへの反応も異なる。上海での熊本フェアが示唆するように、
海外で地方自治体の知名度を上げるには事業パートナーの役割と協力も重要である。また、県
職員が指摘したように、大量購買を目的に訪日する団体観光客と、地元の魅力を発信すること
で地場経済を活性化したいと願う地方自治体との間には、依然として大きな乖離がある。こう
した現状を踏まえて、地方自治体には、訪日ブームを一過性の現象に終わらせることなく、地
域名とその特色を海外へ直接発信し、集客する能力の開発が求められよう。
